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現    行 改  正  後 

Ⅱ．貸金業者の監督に当たっての評価項目 

Ⅱ－１ （略） 

Ⅱ－２ 業務の適切性 

（中略） 

Ⅱ－２－２１ 非営利特例対象法人である貸金業者の監督について 

施行規則第５条の３の２第２項に定める非営利特例対象法人（以下「非営

利特例対象法人」という。）が貸金業の登録を受ける場合には、施行令第３

条の２で規定する最低純資産額及び施行規則第５条の４第１項第２号及び第

３号で規定する登録拒否の審査基準について、一定の特例措置が認められて

いる。 

また、施行規則第１条の２の３第２項に規定する特定非営利金融法人(以下

「特定非営利金融法人」という。) が行う同条第３項に規定する特定貸付契

約（以下「特定貸付契約」という。）については、法第 13 条第２項で規定

する返済能力調査にあたっての指定信用情報機関が保有する信用情報の使用

義務等について、一定の特例措置が認められている。 

このように非営利特例対象法人である貸金業者には、一定の特例措置が認

められていることを踏まえ、非営利特例対象法人である貸金業者の監督にあ

たっては、本監督指針の他の規定に加え、例えば、以下の点に留意する必要

がある。 

Ⅱ．貸金業者の監督に当たっての評価項目 

Ⅱ－１ （略） 

Ⅱ－２ 業務の適切性 

（中略） 

Ⅱ－２－２１ 非営利特例対象法人である貸金業者の監督について 

施行規則第５条の３の２第２項に定める非営利特例対象法人（以下「非営

利特例対象法人」という。）が貸金業の登録を受ける場合には、施行令第３

条の２で規定する最低純資産額及び施行規則第５条の４第１項第２号及び第

３号で規定する登録拒否の審査基準について、一定の特例措置が認められて

いる。 

また、施行規則第１条の２の４第２項に規定する特定非営利金融法人(以下

「特定非営利金融法人」という。) が行う同条第３項に規定する特定貸付契

約（以下「特定貸付契約」という。）については、法第 13 条第２項で規定

する返済能力調査にあたっての指定信用情報機関が保有する信用情報の使用

義務等について、一定の特例措置が認められている。 

このように非営利特例対象法人である貸金業者には、一定の特例措置が認

められていることを踏まえ、非営利特例対象法人である貸金業者の監督にあ

たっては、本監督指針の他の規定に加え、例えば、以下の点に留意する必要

がある。 
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現    行 改  正  後 

（１）主な着眼点 

① （略） 

② 社内規則等を踏まえた実施態勢の構築 

イ．共通事項 

ａ．・ｂ．（略） 

ｃ．施行規則第５条の３の２第１項第２号の要件を満たす必要があ

る場合には、そのために、同号に定める特定非営利活動として行

われる貸付け及び生活困窮者（施行規則第１条の２の３第６項に

規定する「生活困窮者」をいう。以下同じ。）を支援するための

貸付けと他の貸付けを区分して管理する態勢が整備されている

か。 

ロ．（略） 

ハ．特定非営利金融法人のうち特定非営利活動貸付け（施行規則第１

条の２の３第４項に掲げる「特定非営利活動貸付け」をいう。以下

同じ。）を行う者に対する特例措置の適用に関する事項 

上記②イ．に加え、以下の態勢が整備されているか。 

ａ．社内規則等において、自ら行う特定非営利活動貸付けが、特定

非営利活動促進法（平成 10 年法律第７号）第２条第１項別表に規

定する特定非営利活動のうちいずれかの類型に該当するのかを具

体的に規定しているか。また、施行規則第１条の２の３第４項第

１号及び第２号に基づき、財務の状況、債務の総額等を把握する

方法、同項第３号に基づき、返済期間を通じて債務の総額等を定

期的に把握する方法及び必要に応じた契約の相手方に対する助言

又は指導の内容を具体的に定めているか。 

（１）主な着眼点 

① （略） 

② 社内規則等を踏まえた実施態勢の構築 

イ．共通事項 

ａ．・ｂ．（略） 

ｃ．施行規則第５条の３の２第１項第２号の要件を満たす必要があ

る場合には、そのために、同号に定める特定非営利活動として行

われる貸付け及び生活困窮者（施行規則第１条の２の４第６項に

規定する「生活困窮者」をいう。以下同じ。）を支援するための

貸付けと他の貸付けを区分して管理する態勢が整備されている

か。 

ロ．（略） 

ハ．特定非営利金融法人のうち特定非営利活動貸付け（施行規則第１

条の２の４第４項に掲げる「特定非営利活動貸付け」をいう。以下

同じ。）を行う者に対する特例措置の適用に関する事項 

上記②イ．に加え、以下の態勢が整備されているか。 

ａ．社内規則等において、自ら行う特定非営利活動貸付けが、特定

非営利活動促進法（平成 10 年法律第７号）第２条第１項別表に規

定する特定非営利活動のうちいずれかの類型に該当するのかを具

体的に規定しているか。また、施行規則第１条の２の４第４項第

１号及び第２号に基づき、財務の状況、債務の総額等を把握する

方法、同項第３号に基づき、返済期間を通じて債務の総額等を定

期的に把握する方法及び必要に応じた契約の相手方に対する助言

又は指導の内容を具体的に定めているか。 



貸金業者向けの総合的な監督指針（本編） 新旧対照表 

3

現    行 改  正  後 

ｂ．（略） 

ｃ．特定非営利活動貸付けに該当する契約を締結した場合における

施行規則第１条の２の３第４項第５号に掲げる書面等について、

法令に則り、適切な保存がなされているか。 

ニ．特定非営利金融法人のうち生活困窮者支援貸付け（施行規則第１

条の２の３第５項に掲げる「生活困窮者支援貸付け」をいう。以下

同じ。）を行う者に対する特例措置の適用に関する事項 

上記②イ．に加え、以下の態勢が整備されているか。 

ａ．～ｄ．（略） 

ｅ．生活再建計画の策定にあたっては、現在の生活状況についての

課題を明確にし、今後の生活再建に向けた改善策を具体的に記載

しているか。また、その際、施行規則第１条の２の３第５項第１

号の「借入れ及び返済に関する相談について専門的な知識及び経

験を有する者」として次に掲げるいずれかの資格を有し、かつ、

借入れ及び返済に関する相談に応ずる業務に従事した期間が通算

して一年以上の者又は、これらと同等以上の専門的な知識及び経

験を有する者を資金需要者と面談させているか。 

ⅰ）（略） 

ⅱ）財団法人日本産業協会が付与する消費生活アドバイザーの資

格 

ⅲ）財団法人日本消費者協会が付与する消費生活コンサルタント

の資格 

ｆ．・ｇ．（略） 

ｈ. 生活困窮者向け貸付けに該当する契約を締結した場合における

ｂ．（略） 

ｃ．特定非営利活動貸付けに該当する契約を締結した場合における

施行規則第１条の２の４第４項第５号に掲げる書面等について、

法令に則り、適切な保存がなされているか。 

ニ．特定非営利金融法人のうち生活困窮者支援貸付け（施行規則第１

条の２の４第５項に掲げる「生活困窮者支援貸付け」をいう。以下

同じ。）を行う者に対する特例措置の適用に関する事項 

上記②イ．に加え、以下の態勢が整備されているか。 

ａ．～ｄ．（略） 

ｅ．生活再建計画の策定にあたっては、現在の生活状況についての

課題を明確にし、今後の生活再建に向けた改善策を具体的に記載

しているか。また、その際、施行規則第１条の２の４第５項第１

号の「借入れ及び返済に関する相談について専門的な知識及び経

験を有する者」として次に掲げるいずれかの資格を有し、かつ、

借入れ及び返済に関する相談に応ずる業務に従事した期間が通算

して一年以上の者又は、これらと同等以上の専門的な知識及び経

験を有する者を資金需要者と面談させているか。 

ⅰ）（略） 

ⅱ）一般財団法人日本産業協会が付与する消費生活アドバイザー

の資格 

ⅲ）一般財団法人日本消費者協会が付与する消費生活コンサルタ

ントの資格 

ｆ．・ｇ．（略） 

ｈ. 生活困窮者向け貸付けに該当する契約を締結した場合における
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現    行 改  正  後 

施行規則第１条の２の３第５項第５号に掲げる書面等について、

法令に則り、適切な保存がなされているか。 

  ③ （略） 

（２）・（３） （略） 

（中略） 

Ⅲ．貸金業者の監督に係る事務処理上の留意点 

（中略） 

Ⅲ－３ 貸金業法等に係る諸手続 

（中略） 

Ⅲ－３－３ 登録不更新等の取扱い 

（１）貸金業者が登録の有効期間満了の日の２月前までに当該登録の更新の

申請をしなかった場合は、法第 24 条の６の 10 の規定に基づき、別紙様

式 23 による残貸付債権の状況等に係る報告を求めるものとする。また、

法第 24 条の６の４又は法第 24 条の６の５により登録を取り消す場合に

ついても、当該報告を求めるものとする。 

施行規則第１条の２の４第５項第５号に掲げる書面等について、

法令に則り、適切な保存がなされているか。 

  ③ （略） 

（２）・（３） （略） 

（中略） 

Ⅲ．貸金業者の監督に係る事務処理上の留意点 

（中略） 

Ⅲ－３ 貸金業法等に係る諸手続 

（中略） 

Ⅲ－３－３ 登録不更新等の取扱い 

（１）貸金業者が登録の有効期間満了の日の２月前までに当該登録の更新の

申請をしなかった場合は、法第 24 条の６の 10 の規定に基づき、別紙様

式 23 による残貸付債権の状況等に係る報告（以下「登録不更新に係る残

貸付債権状況報告書」という。）を求めるものとする。また、法第 24 条

の６の４又は法第 24 条の６の５により登録を取り消す場合についても、

当該報告を求めるものとする。 
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現    行 改  正  後 

（２）上記（１）の報告書の提出があったときは、法第 24 条の６の 10 の規

定に基づき、当該貸金業者が締結した貸付けの契約に基づく取引の全て

が結了する場合及びそれまでの間に連絡先若しくは氏名・商号等又は取

立委託先の変更、債権譲渡先の追加がある場合には遅滞なくその旨報告

することを命ずるとともに、当該貸金業者に対し、次の内容の書面を交

付するものとする。 

①～③ （略） 

（３） （略） 

（中略） 

Ⅲ－３－５ 事業報告書に係る留意点 

（１） （略） 

（２）金融庁への送付 

貸金業者から法第 24 条の６の９の規定に基づき事業報告書及び参考書

類を提出させる場合、原則として、財務局に直接提出させる。ただし、

法第 41 条の８の規定に基づき、協会員について、協会が当該報告書及び

（２）登録不更新に係る残貸付債権状況報告書の提出があったときは、同報

告書「１．残貸付債権の状況及び債権回収方針」中の「残貸付債権」合

計額が「うち施行令第１条の２第６号該当」合計額と等しい場合を除

き、法第 24 条の６の 10 の規定に基づき、当該貸金業者が締結した貸付

けの契約に基づく取引の全てが結了する場合（残貸付債権合計額が施行

令第１条の２第６号に該当する債権合計額と等しくなる場合を含む。）

及びそれまでの間に連絡先若しくは氏名・商号等又は取立委託先の変

更、債権譲渡先の追加がある場合には遅滞なくその旨報告することを命

ずるとともに、当該貸金業者に対し、次の内容の書面を交付するものと

する。 

  ①～③ （略） 

（３） （略） 

（中略） 

Ⅲ－３－５ 事業報告書に係る留意点 

（１） （略） 

（２）金融庁への送付 

貸金業者から法第 24 条の６の９の規定に基づき事業報告書及び参考書

類を提出させる場合、原則として、財務局に直接提出させる。ただし、

法第 41 条の８の規定に基づき、協会員について、協会が当該報告書及び
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現    行 改  正  後 

参考書類の受理につき財務局に協力することとされている場合には、協

会員においては営業所等の所在地をその区域に含む協会支部を通じて提

出させる。 

また、事業報告書の副本及び参考書類各１部並びに上記（１）①から

③に関し、意見を付す貸金業者があれば意見書を、提出期限後１ヶ月以

内に監督局金融会社室あて送付するものとする。また、管内都道府県知

事から事業報告書の副本及び参考書類の送付を受けたときは、速やかに

監督局金融会社室あて送付するものとする。 

法第 43 条に規定するみなし貸金業者については、以下のとおり取り扱

うものとする。 

① 事業報告書の提出に代えて法第 24 条の６の 10 の規定に基づき、

当該貸金業者が締結した貸付けの契約に基づく取引の全てが結了す

るまで、毎事業年度末における残貸付債権の状況(別紙様式２３－

２)の提出（事業年度経過後３月以内に徴収するものとする）を命ず

るものとする。 

② （略） 

③ （略） 

参考書類の受理につき財務局に協力することとされている場合には、協

会員においては営業所等の所在地をその区域に含む協会支部を通じて提

出させる。 

また、事業報告書の副本及び参考書類各１部並びに上記（１）①から

③に関し、意見を付す貸金業者があれば意見書を、提出期限後１ヶ月以

内に監督局金融会社室あて送付するものとする。また、管内都道府県知

事から事業報告書の副本及び参考書類の送付を受けたときは、速やかに

監督局金融会社室あて送付するものとする。 

法第 43 条に規定するみなし貸金業者については、Ⅲ－３－３（１）に

規定するときであって登録不更新に係る残貸付債権状況報告書「１．残

貸付債権の状況及び債権回収方針」中の「残貸付債権」合計額が「うち

施行令第１条の２第６号該当」合計額と等しいとき、又はⅢ－３－８

（１）に規定するときであって法第 10 条第１項の規定による届出（以下

「廃業等届出書」という。）「２．残貸付債権の状況及び債権回収方

針」中の「残貸付債権」合計額が「うち施行令第１条の２第６号該当」

合計額と等しいときを除き、以下のとおり取り扱うものとする。 

① 事業報告書の提出に代えて法第 24 条の６の 10 の規定に基づき、

当該貸金業者が締結した貸付けの契約に基づく取引の全てが結了す

る（残貸付債権合計額が施行令第１条の２第６号に該当する債権合

計額と等しくなる場合を含む。）まで、毎事業年度末における残貸

付債権の状況(別紙様式２３－２)の提出（事業年度経過後３月以内

に徴収するものとする）を命ずるものとする。 

② （略） 

③ （略） 
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現    行 改  正  後 

Ⅲ－３－６ 業務報告書の徴収 

（１）貸金業者に対して、法第 24 条の６の 10 の規定に基づき、毎年３月末

における業務報告書を別紙様式 24 により毎年５月末までに徴収するも

のとする。 

なお、貸金業者が施行規則第１条の２の３第２項に定める特定非営利

金融法人である場合、同規則第５条の３の２第１項の規定により法第６

条第１項第 14 号に規定する内閣府令で定める事由があると認められて法

第３条第１項の登録を受けている場合又は同規則第５条の４の２第１項

の規定により同規則第５条の４第１項各号に掲げる基準に適合している

とみなされて法第３条第１項の登録を受けている場合にあっては、法第

24 条の６の 10 の規定に基づき、毎年３月末における業務報告書を別紙

様式 24-2 により毎年５月末までに徴収するものとする。 

（２）～（４） （略） 

（中略） 

Ⅲ－３－８ 廃業等の取扱い 

（１）法第 10 条に規定する廃業等届出書の提出があったときは、法第 24 条

の６の 10 の規定に基づき、当該貸金業者が締結した貸付けの契約に基づ

く取引の全てが結了する場合及びそれまでの間に連絡先若しくは氏名・

商号等又は取立委託先の変更、債権譲渡先の追加がある場合には遅滞な

くその旨報告することを命ずるとともに、当該貸金業者に対し、次の内

Ⅲ－３－６ 業務報告書の徴収 

（１）貸金業者に対して、法第 24 条の６の 10 の規定に基づき、毎年３月末

における業務報告書を別紙様式 24 により毎年５月末までに徴収するも

のとする。 

なお、貸金業者が施行規則第１条の２の４第２項に定める特定非営利

金融法人である場合、同規則第５条の３の２第１項の規定により法第６

条第１項第 14 号に規定する内閣府令で定める事由があると認められて法

第３条第１項の登録を受けている場合又は同規則第５条の４の２第１項

の規定により同規則第５条の４第１項各号に掲げる基準に適合している

とみなされて法第３条第１項の登録を受けている場合にあっては、法第

24 条の６の 10 の規定に基づき、毎年３月末における業務報告書を別紙

様式 24-2 により毎年５月末までに徴収するものとする。 

（２）～（４） （略） 

（中略） 

Ⅲ－３－８ 廃業等の取扱い 

（１）廃業等届出書の提出があったときは、同届出書「２．残貸付債権の状

況及び債権回収方針」中の「残貸付債権」合計額が「うち施行令第１条

の２第６号該当」合計額と等しい場合を除き、法第 24 条の６の 10 の規

定に基づき、当該貸金業者が締結した貸付けの契約に基づく取引の全て

が結了する場合（残貸付債権合計額が施行令第１条の２第６号に該当す
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現    行 改  正  後 

容の書面を交付するものとする。 

  ①～③ （略） 

（２） （略） 

（中略） 

貸金業者登録審査事務チェックリスト（貸金業を的確に遂行するための必要

な体制） 

（略） 

適否 審 査 内 容 

貸金業の業務に関する社内規則（施行規則第４条第３項第１２号） 

（略） （略） 

非営利特例対象法人に関する社内規則（監督指針Ⅱ－２－２１（１）） 

（略） （略） 

□ 施行規則第 1 条の 2 の 3 第 4 項第 1 号及び第 2 号に基づき、財務の状況、

債務の総額等を把握する方法、同項第 3 号に基づき、返済期間を通じて債

務の総額等を定期的に把握する方法及び必要に応じた契約の相手方に対す

る助言又は指導の内容を具体的に定めているか。 

（略） （略） 

（略） （略） 

る債権合計額と等しくなる場合を含む。）及びそれまでの間に連絡先若

しくは氏名・商号等又は取立委託先の変更、債権譲渡先の追加がある場

合には遅滞なくその旨報告することを命ずるとともに、当該貸金業者に

対し、次の内容の書面を交付するものとする。 

  ①～③ （略） 

（２） （略） 

（中略） 

貸金業者登録審査事務チェックリスト（貸金業を的確に遂行するための必要

な体制） 

（略） 

適否 審 査 内 容 

貸金業の業務に関する社内規則（施行規則第４条第３項第１２号） 

（略） （略） 

非営利特例対象法人に関する社内規則（監督指針Ⅱ－２－２１（１）） 

（略） （略） 

□ 施行規則第 1 条の 2 の 4 第 4 項第 1 号及び第 2 号に基づき、財務の状況、

債務の総額等を把握する方法、同項第 3 号に基づき、返済期間を通じて債

務の総額等を定期的に把握する方法及び必要に応じた契約の相手方に対す

る助言又は指導の内容を具体的に定めているか。 

（略） （略） 

（略） （略） 


